





今 日、子育てをは じめ家庭生活における負担や困難が増大 している。それは、大多
数を占める雇用労働者世帯の生活問題の一一環であ り、基本的にはくらしの基盤の問題
と結びつ き、ひとり親家庭のかかえている課題に鋭 く現れている。 さらに、生活問題












題解決の方向性 を示 してい く必要性が叫ばれている。そこでは、子どものいる家庭の生活問題
を構造的にとらえることが、 トータルな課題解決の鍵となるのではないかと考える。
本論では、子育てをはじめ生活における負担や困難が幾重 にも重なっているひとり親家庭、












国母子世帯等調査』においては 「①配偶者 と死別又は離別した女子であって20歳 未満の児童を
扶養 しているもの。②その他これに準ずるもの」と定義 している。1998年 の調査では954,900世
帯を数え、厚生労働省 『国民生活基礎調査』(1998年)の 全世帯数(4,4496千 世帯)の2.1%を
占めている。 また、後者の調査において母子世帯は、「現に配偶者のいない20歳 以上60歳 未満




方、雇用 されて働 く労働者の増加にともない 「夫婦 と子のみの世帯」が増加 し、1980年 には4
割以上(43.1%)に なった。 しか し、80年 代以降、 さらなる世帯規模の縮小化が進み、1954年 に
は1割 に満たなかった 「単独世帯」は2000年 には24.1%、 「夫婦のみの世帯」 も全体の2割
(20.7%)を 超えている(表1)。 これら世帯の年齢層をみると、60歳 以上が 「単独世帯」で1/3
表1世 帯構造別にみた世帯構成数及び構成割合の年次推移(単 位:上 段%,下 段 千世帯)












































































































































































いる。ちなみに2000年 の 「母子世帯」数は597千 世帯で、全世帯(45,545千 世帯)の ユ.3%を 占
めている。これ らの世帯は、絶対数 としては増加傾向にある2)。母子世帯の平均世帯人員は
2000年 に2.65人 となっているが、「児童のいる世帯」の 「夫婦 と未婚の子のみの世帯」において
も3.92人と4人 を割っている3)。
世帯構成の変化にともない世帯人員も減少 し、2000年 現在では、全世帯のうち 「1人 世帯」
が24.1%、 「2人世帯」が26.3%と 、両者をあわせると5割 以上である4)。母子世帯 を含む多 く
の世帯において家庭内だけで自助を成 り立たせる客観的基盤は乏 しくなっている。生活の困難
や不安が増大 した場合、親族援助を得ようにも全体的に 「単独」 ・ 「夫婦のみ」世帯が増加 し
ている状況の もとでは難しい。児童相談所の現場などにおいても、近所の人や知人 ・友人だけ




か。母子世帯の 「平均有業人員」(2000年)を みると、「児童のいる世帯」1.71人 に対 して0.89
人と、「高齢者」世帯(0.3人)に 次いで少ない。「有業率」は33.8%で 「父子世帯」41.5%に 比
べても低 くなっている5)。
また、母子世帯のうち 「雇用者世帯」(2000年)は71.9%(429千 世帯)を 占めているが、「夫
婦 と未婚の子のみの世帯」76.1%(11,358千 世帯)に 比べると割合が低 く、一方 「所得を伴 う
仕事をしている者のいない世帯」が16。0%と 、「高齢者」世帯に次いで高 くなっている。
その 「雇用者世帯」のなかでは 「常用」が88.1%を 占めているが、雇用の安定度でみると
「会社団体役員」は1.3%、 「30人以上の事業所及び官公庁」は37.1%と なってお り、規模の小 さ
な 「1～29人 の事業所」が約1/4(24.8%)を 占めている。これに 「非常勤、契約、 日雇いなど」





労働が増加 し、実質賃金低下の傾向にある現状においては、男性労働者の雇用 ・労働条件 も必
ず しも安定 しているとは言い難 く、「父子世帯」においても相対的に安定した階層は54.2%と な
っている6)。
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長期以降の雇用労働者の増加とともに、その占める割合も高 くな り、60年 には3割(31.1%)
を超えているbオ イルショック後は人員削減により一時減少したものの、80年 代から再び増加
傾向にあ り、2001年 、「全産業就業者」6,412万 人に占める 「雇用者」(83.7%)の うち、女性は
4割 以上(40.4%、2,168万 人)で ある。女性が自立するための基本条件 として、雇用の機会は
以前に比べ ると広がっている(表2)。
しかし、その中身はパー トタイム雇用 を典型とした不安定雇用の増大である。たとえば、「短
時間雇用者」 は、82年 には女性雇用者の2割 以上(20.5%)を 占め、2001年 には約4割
(39.3%)に のぼっている(表3)。 雇用者全体の4割 を占める女性雇用労働者の、さらに4割
表2従 業上の地位別雇用者数の推移
(単位:上 段%,下 段 万人)













































































1960 639 57 8.9
1965 851 82 9.6
1970 1,068 130 12.2
1975 1,136 198 17.4
・:1 1,323 256 19.3
1985 1,516 333 22.0
1990 1,795 501 27.9
1995 2,000 632 31.6
2001 2,112 829 39.3
資料)総 務省統計局 「労働力 調査 』(非 農林 業)
注)短 時 間雇 用者 とは調査対象 週 にお いて就 業時
間が35時 間未満であ ったものをい う(季 節的、
不規則的雇用者を含 む)」
こ れ を産 業 別 に み る と、 「短 時 間 雇 用 者 」 は 「卸 売 ・小 売 業 、 飲 食 店 」(37.2%)、 「サ ー ビス
業 」(34.4%)、 「製造 業 」(15.2%)な どが 多 く、 「卸 売 ・小 売 業 、 飲 食 店 」、 「サ ー ビス 業 」 で は、
女 性 雇 用 者 の半 分 以 上 が不 安 定 な雇 用 で あ る7)。 企 業 規 模 で は、 「1～29人 」 の小 零 細 企 業 に多
く、 約4割(39.6%)を 占め て い る8)。
また 、 母 子 世 帯 の母 の平 均 年 齢 は40.9歳 で、 「40～49歳 」 が42.6%、 「30～39歳 」 は28.1%を 占
め てい るが9)、 厚 生 労 働 省 『賃 金 構 造 基 本 統 計 調査 』(2000年)に よ る と 「年 齢 階 級 別 女 性 パ ー
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トタイム労働者数」(総数3,207,580人)は 、約3割 が 厂40～49歳」(44,580人:29.5%)、 「30～39
歳」も16.5%(528,110人)い る。とくに40歳 以上の申高年齢層が6割以上 を占め、言 うまで も
な く年齢が高 くなるほど雇用条件は悪くなっている'°)。
また、「医療保険の加入状況」をみても、母子世帯の7割 以上が雇用者世帯であるにもかかわ
らず、加入 している世帯は91.7%で 、その過半数が 「国民健康保険」(53.2%)で ある。「被用者
保険」は44.8%で 、「父子世帯」64.6%に 比べて著しく低い'1)。
女性雇用労働者の多い小規模な事業所や臨時 ・パー トタイム雇用をしている事業所では、産
業負担のある被用者保険への加入が依然 として少な く、国民健康保険によって代替 しているの
が現状である。国民健康保険の保険料は、減免措置があるものの保険料が高 く年々滞納者が増
えている。また、本人3割 負担のため医療費がかか り、気軽 に医療にかかることができないた
め、とことん悪 くなるまで受診を控えるような現象も起 こっている。自立 した暮 らしを営むた





人以上)を みると、女性が1ヶ 月136。4時間、男性は166.5時 間となっている。出勤日数は、女
性19.4日 、男性20.4日 で、1日 当た りの労働時間は女性7.0時 間、男性8.2時 間となっている。産




女性で平均9時 間、男性で平均10.2時 間になり、製造業であれば女性10.4時 間、男性10.5時 間を
拘束されることになる。
では、パー トタイム雇用者の労働時間はどうであろうか。2000年 の 「パー トタイム労働者の
1日 当たり所定内労働時間及び労働 日数(全 産業計)」 は、5.6時 間、19.5日 となっている。常
用労働者の所定内労働時間6.8時間に比べると労働時問はわずかに短いが、労働 日数は女性の常
用労働者よりも0.1日多い。「製造業」の場合は、労働時間6.2時間で常用労働者の所定内労働時













金給与(き まって支給する給与)額 」(調 査産業計)は 、女性の場合、事業所規模 「5人以上」
で181,313円 、「30人以上」で193,716円 となっている。ちなみに女性雇用者の1/3(34.8%)は
「5人 以上」の事業所で雇用されている。男女間の賃金格差(男 性=100)は 、前者51.4%、 後
者50.9%と 、ともに男性の半分しかない14)。
さらに 「卸売 ・小売業、飲食店」において、事業所規模 「5人 以上」の 「1人平均月間給与
総額」は153,542円 、「30人以上」では167,028円 と、女性の平均よりもさらに低い。男女間格差
も前者40.2%、 後者37.1%と 、わずか4割 程度に留まっている。「製造業」においても同様であ
る15)。このような男女間格差は就職スター ト地点からすでに存在してお り、「高卒」の場合、男
性の94.0%(147,600円)、 「大卒(事 務系)」 では93.7%(183,200円)と なっている'6)。
でほ、女性パー トタイム労働者の賃金はどうであろうか。『賃金構造基本統計調査』によると、
「女性パー トタイム労働者の1時 間当た り所定内給与(産 業計)」(2000年)は 時給889円 で、こ
れを月給に換算すると97,078円 となり、前述 した女性常用雇用者の約半分(53.5%:事 業所規




半分の賃金 しか保証されていない。日本の賃金構造はピラミッド型に格差 をつ くり、底辺にい
くほど大きく裾を広げている。女性はこのような労働者全体の賃金水準の底辺に位置づけられ
ているため、母子世帯のくらしもそれに規定されて水準が低 くならざるをえないのである。








ま た、 「ひ と り親 と子 」 世 帯 が 回答270世 帯 の う ち1割 近 く(26世 帯 、9.6%)を 占 め て い る広
島 の 「安 佐 南 区 バ リ ア フ リ ー実 行 委 員 会 」 主 催 『障 害 児 ・者 の く ら し と対 話 ・交 流 に 関す る 実
態 調 査 』(1999年11～2000年1月 実 施)に お い て も 同 じよ う な傾 向が み られ る。
こ の調 査 に よ る と 「ひ と り親 と子 」 世 帯 の収 入 源(複 数 回答)は 、 「生計 中心 者 の仕 事 に よる
収 入 」46.2%や 「同 居 して い る家 族 の仕 事 に よ る収 入 」30.8%が 全 体 の平 均 値 よ り も15～20%
近 く下 回 っ て い る 。 ひ と り親 で あ る こ と に重 ね て 障 害 を もつ 子 ど もや 家 族 の世 話 が あ る た め 、
働 く条件 が 一 層 乏 し くな っ て い る こ と を示 して い る 。 そ の た め 、 「厚 生 年 金 」46.2%、 「国 民 年
金 」15.4%、 「生 活 保 護 」7.7%、 「貯 金 の 取 り崩 し」19.2%、 「仕 送 り」11.5%な どが 、 いず れ も
平 均 値 を4～15%ほ ど上 回 っ て い る の で あ る19)。
で は、 収 入 額 は どの よ う に な っ て い る だ ろ うか。 『国 民 生 活 基 礎 調 査 』 に よる と、母 子 世 帯 の
「年 間平 均 所 得 金 額 」 は、99年 時 点 で2,617,000円 とな っ て い る 。93年 の2,742,000円 を ピー ク に
94年 か ら減 少 傾 向 に あ り99年 か ら再 び 増 加 に転 じて い る が 、 「高 齢 者 」 世 帯(3,289,000円)に
比 べ て も金 額 は低 い 。 こ れ を 中 央値 分 布(50%)で み る と214万 円 とな り、250万 円未 満 の世 帯
は5割 以 上(52.7%)も い る 。 さ らに150万 円 未 満 が3割 以 上(32.1%)を 占 め 、 月11～2万 円
で く ら して い る世 帯 も多 く存 在 して い る の で あ る2°)。
また 、 『全 国 母 子 世 帯 等 調 査 』(1998年)に お け る 母 子 世 帯 の 「年 間平 均 収 入 額 」 は229万 円
で 、 「一 般 世 帯 」658万 円 の1/3(34.8%)に す ぎな い 。 「父子 世帯 」 に お い て もそ の2/3(422
万 円64.1%)の 収 入 額 しか な く、 母 子 ・父 子 両 世 帯 を あ わ せ る と 「一 般 世 帯 」 と ほ ぼ 同額 の 収
入 とな っ て い る21)。今 日、 「子 ど もの い る世 帯 」 に お い て は5割 以 上(1,791万 世 帯 中915万 世 帯 、
51.7%)が 共 働 きで あ り、 夫 婦 と子 の世 帯 に お い て も どち らか が 病 気 や ケ ガ 、 失 業 な どに よ り
働 け な くな る と 「母 子 」 「父 子 」 世 帯 と同 じ よ う な状 況 に置 か れ る可 能 性 が 強 い の で あ る22)。
(2)く ら しの基 盤 に規 定 され た生 活 問題
不 安 定 な く ら しの 基 盤 の も とで 家 計 や く ら しの 中 身 は どの よ う に な って い る の だ ろ うか 。 母
子 世 帯 は、 「所 得 階級 四 分 位 」 で み る と約6割(59.8%)が 相 対 的 に所 得 の低 い 「第1分 位 」 に
位 置 つ い て い る。 この所 得 階級 の うち 、9割 以 上 が 「生 活 が 苦 しい 」 と答 え て い る23)。
『全 国 母 子 世 帯 等 調 査 』(1998年)に お け る 「ひ と り親 本 人 が 困 っ て い る こ と」 は、 母 子 世
帯 で は く ら しの 基 盤 に か か わ る 「仕 事 」 が22.4%、 そ れ に規 定 され た 「家 計 」37.9%、 「住 居 」
18.5%な ど を あ げ、 「父 子 世 帯 」 で は3割 以 上 が 「家 事 」、2割 が 「家 計 」 を あ げ て い る。 また
「健 康 」 に つ い て は、 両 者 と もに1割 以 上 が 不 安 を抱 え て い る24)。
収 入 に規 定 され た 家 計 面 につ い て 『障 害 児 ・者 の くら し と対 話 ・交 流 に 関 す る 実 態 調査 』 を
手 が か りに み る と、 「ひ と り親 と子 」 世 帯 の 約7割(69.2%)が 「家 計 の なか で か さむ も の 」
(複 数 回 答)が 「あ る」 と答 え て い る。 なか で も 「水 ・光 熱 費 」55.6%、 「交 通 費 ・タク シー代 」
44.4%、 「電 話 ・通信 費 」33.3%、 「税 金 」 「看 護 ・介 護 の た め の 費 用 」27.8%、 「家 賃 」 「障 害 児
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の 日常生活用具代」16.7%な ど、 くらしの中でかかすことので きない費目がかさんでいる。
一方、「家計の中で切 りつめているもの」(複 数回答)は もともと限られた収入源のなかで生
活をや りくりしているため、「ある」 と答 えた世帯は53.8%で ある。とくに、「家具 ・家庭用品
代」50.0%、 「副食費」「外食費」「旅行費」42.9%、 「こずかい」「貯金」35.7%、 「主食費」「交
通費 ・タクシー代」28.6%な どがめだち、いのちにかかわる食費まで切 り詰めていることが特
徴的である25)。
さらに、 くらしの中身にかかわる生活問題 として、障害をもつ子どもや家族の 「世話や介護
の面でのこまりごと」 をみると、半数近 くが 「排泄の世話が大変」(47.1%)、 約3割 が 「通
園 ・通学 ・通勤 ・通院の負担が多い」(35.3%)、 「食事の世話が大変」(29.4%)、2割 以上が
「食事をつ くるのが大変」(23.5%)な どの養育や世話、食事づ くりなどをする上で困難をかか
えている。 このような困難は、ひとり親家庭の場合 「代わって くれる人がいない」(41.2%)た
めに、「夜 もぐっすり眠れない」(41.2%)、 「自分の時間がもてない」「外出で きない」(35.3%)
といった介護者の負担増につなが り、暮 らしてい くために必要な 「仕事をやめた、仕事にでら
れない」世帯 も1/3(35.3%)以 上にのぼっている。
また、2割 以上が 「家庭内での対話が少ない」(23.5%)と 答えているように、家庭内におい
ても親子が孤立 した状態におかれている。そのなかで、約6割 が 「いつまで体がもつか気にな
っている」(58.8%)と 健康に対する不安をもち、7割 以上が 「障害をもつ本人の将来の住居や
くらしのこと」への心配を常にかかえているのである。「ひとり親 と子」世帯では、 とくにこれ
らの質問項 目が全体の平均値を著 しく上回ってお り、生活問題は深刻化 している26)。同時に、
これらの生活問題は子育てをしている家庭にも共通する面が多 く、ひとり親家庭の くらしの課
題は、 どの家庭にも共通 した 「人ごとではない」課題 として重要な示唆を与えているのである。
3.母 子世 帯の 生 活問題 に対 す る社 会 的対 策 一所得 保 障 を中心 に一
(1)賃 金所得を補完する児童扶養手当制度
賃金所得を補完する児童扶養手当制度は、1961年 制定、62年 に施行され、年々受給者数が増
加 している。1975年251,316人 から、85年 には647,606人 へ と2.5倍になり、その後一時減少 した
が95年 から再び増加 し、2000年 には708,359人 にのぼっている(表4)。
「児童扶養手当受給開始理由」は、高度経済成長期 もピークを過 ぎた1966年 、「離婚」が
37.4%、 「死別」16.6%、 「遺棄」14.9%、 「未婚の母」12.1%、 「障害」9.7%な どとなっていたが、
オイルショック後の75年 を境 に 「離婚」が半数を超え(51.1%)る ようになった。1985年 には
「死別母子」が4.2%に まで減少 し、他にも 「未婚」5.4%、 「遺棄」7.3%、 「障害」4.6%な どの
減少の一方、「離婚」は75.8%を 占めるようになった。2000年 現在では、「離婚」が87.9%を 占
め、他に 「未婚」7.3%以 外は減少傾向にある(表4)。
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表4児 童扶養手当受給者の年次推移(単 位:上 段%,下 段 人)
年次 総 数















































































































































最近の特徴としては、1998年8月 より 「必要度の高い世帯へ給付を重点化する」名 目で、所
得限度額が本人一部支給(2人 世帯)の 場合、407.8万 円から300万 円へ と非常に厳 しく制限さ
れたことである27)。これにより、98年 の 「受給資格者」は、「全部支給停止解除」件数(98年
9,313件)に 対 して 「全部支給停止」件数(69,745件)が 上回 り、「一部支給から全部支給」件
数(23,899件)に 対 して 「全部支給か ら一部支給」件数(25,045件)が 上回ったのであるas。
2000年 現在の 「手当の支給類型」をみると、「全部支給」は84.0%、 「一部支給」は16.0%で 、
「受給対象児童」は、「1人 」が57.9%、 「2人 」32.6%、 「3人以上」9.5%と なっている29}。所
得制限が厳 しくなっているにもかかわらず、受給件数は増加 しているところに母子世帯のくら
しの厳しさが現れている。2001年 に支給された手当の月額 は、児童1人 の場合42,370円 、2人
の場合47,370円 、3子 以降1人 当た り3,000円の加算額である。前述 した通 り、パー トタイム労









生別母子の理由の多 くは 「離婚」であ り、政策的には社会的事故 というよりは個人的問題とし
て対応されているため、社会的な保障に拡充 してい くというよりは 「必要度の高い世帯へ給付
を重点化する」 といった非常に制限的な内容となっている33)。
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る。厚生労働省 『社会福祉行政業務報告』(2000年 度)に よると、全国の世帯保護率は15.8%。と
なっている。母子世帯の場合は94.3脇 と著 しく高 く、「高齢者」42.6脇 、「その他」(傷 病 ・障害
者等)8.9矯 と比較して最も高い保護率である(表5)。
世帯保護率は、1985年 まで20脇 台であったが、81年 にいわゆる 「123号通知」34》が出され、
85年 には全国的に完全実施 されると保護率も低下 し、90年 には15.2%。、95年 には14.2%ま で低






























































注)上 段:世 帯保護率(単 位:パ ー ミル)、下段:現 に保護 を受けた世
帯数
こ の 時 期 は 、 国 庫 負 担 割
合 も 改 定 さ れ 、85年 に 国:
自 治 体 の 生 活 保 護 費 の 負 担
耄彗il・合 ・ゐミ父/1n°9/1nワ ら、似7/1n°
HJI_匚 理 丶ノ'亠Vサ ー'亠vwノ 願'亠V鬯
3/10に な り(89年 に は
7.5/10:2.5/10)、85年 以 前
よ り も国庫 負 担 が 減 少 した 。
保 護 率 の低 下 した1980年 代
後 半 か ら は完 全 失 業 率 が 高
ま り、87年 に は2.8%に まで
の ぼ っ た 。 そ の 後 一 時 減 少
した が再 び94年 か ら増 加 し、
1995年 には3.2%、2001年 には4.7%(女 性5.0%)に 達 している35)。現実の くらしとは裏腹 に世
帯保護率は低下 しているのである。
「母子世帯」の場合は、65年 に世帯保護率が248.2脇 を示 し、70年 か らようやく170篇 台にな
った。80年 には 「高齢者」世帯において親族扶養による自助努力の強化がすすみ、現在の母子
世帯の世帯保護率(97.2%。)に ほぼ近い割合 となっていた一方、母子世帯では再び保護率が高
くなり85年 には216.8脇 に達している(表5)。 オイルショック後、家庭生活の崩壊 と不安定雇






求め、 これが揃わないと受けつけないとい う傾向が強 くなった」36)。これにともない90年 から
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が41.0%と もっとも多 く、「貯金の減少 ・喪失」11.696、「その他の働きによる収入の減少」10.3%
などが1割 を超えている。未だ多 くの家庭では男性が生計の中心を担ってお り、女性が生計中
心者である母子世帯では、不安定な雇用 ・低賃金労働の下で くらしの基盤は非常に脆弱なもの
ならざるをえない。 したがって、生活保護においても 「働いていた者の離別等」をはじめ、「働
いていた者の死亡」「定年 ・失業」「事業不振 ・倒産」「その他の働 きによる収入の減少」など、
くらしの基盤にかかわる理由が約6割(58.1%)を 占め、全体の割合(14.0%)を 著 しく上回っ
ている。また、「傷病による」開始理由は18.1%を 占め、多 くの場合が 「世帯主の傷病」(17.0%)
である。全体(43.2%)に 比べると割合は低いが、約2割 の世帯で親の健康が損なわれてお り、
子 どもの くらしにも大 きな影響を与えずにはいられない37)。
資料は少 し古 くなるが、1996年 の 『生活保護動態調査報告』によると、「世帯主の傷病」に
加えて他 に保護開始の理由がある世帯は、母子世帯の場合(215世 帯)、 その過半数が 「失業」
(54.4%)、3割 以上が 「その他の収入減」(31.2%)を あげている38)。生活保護に至る理由が 「世
帯主の傷病」であっても、その背景には 「失業」問題や 「収入減」などの雇用 ・労働問題が関
連 している。これに対する基本的な雇用 ・労働問題対策がなければ、最終的な生活保護制度へ
の比重が高まり、健康破壊 という 「いのち」の危機に直面 した問題 として生活問題が深刻化 し
てしまうのである。
3)保 護の廃止理由と現実の 「自立」条件 との矛盾
母子世帯は、生活保護を受給 している問も働いている場合が多い。「働いている者の有無別、
現に保護を受けた世帯」(2000年)を みると、「母子世帯」において 「世帯主が働いている」割
合は47.8%を 占め、全体(9.5%)に 比べると著しく高い。なかでも 「常用勤労者」が40.6%を 占
めている39)。「常用」で働いても親と子の生活を維持するには十分な賃金が保障されず、保護 を
受けなが ら暮 らしている実態がある。
たとえば、1級 地一1に住む母40歳 と子10歳 の世帯の生活保護費は164,530円 である。都市部
では、住宅扶助 において特別基準が設けられているが、大阪市内の場合(55,300円)で 計算す





間はどれ くらいであろうか。2000年 現在の状況をみると、もっとも多いのが 「1年～3年 未満」
で3割 以上(31.6%)を 占めている。次いで 「1年 未満」が20.4%、 「5～10年 未満」20.0%、
「3～5年 未満」18.0%、 「10年以上」9.9%の 順 となっている。全体の傾向としては、「10年以
上」が3割 以上(32.ユ%)を 占めてもっとも多い く、「5年以上」が半数以上(51.4%)で ある
のに対 して、母子世帯の保護受給期間は相対的に短い41)。
「保護の廃止理由」をみると、母子世帯のなかでもっとも多いのは 「働き手による収入の増
加 ・取得」40.9%で ある。他に 「働 き手の転入」8.7%、 「親類 ・縁者等の引取 り」8.7%、 「仕送
りの増加」1.6%な どがあ り、あわせると約2割(18.0%)が 親族等の援助、再婚等によって保
護を廃止 している42)。これらの理由は、真に母子世帯の自立の実現につながっているのであろ
うか。
一方で 「適正化」の名のもとに、80年 代後半から 「保護申請時には、預貯金調査を徹底 して
おこなう。前夫への扶養請求を申請の要件 とするなどの窓口規制をおこなう。そ して保護開始
後は、就労指導と前夫か らの養育費収入により保護廃止に移行する。このようなルー トに乗 ら
ないケースについては、『金銭感覚がない』『就労意欲に欠ける』『生活設計ができない』などの
いわゆる 『処遇困難ケース』に分類」 し、「指導」 を強化 していく方向が強められている43)。
今 日、雇用労働者世帯の増加 とそれに伴 う世帯規模の縮小により、親族扶養の条件はかなり
狭まっている。90年 代には、家族介護の限界による介護問題や児童虐待に象徴される児童養護
問題など、深刻化 した生活問題がいのちの危機に直面 した 「死に至る」問題 として表面化 し、
政策的にも対応をせざるを得ない状況 となった。しかし社会保障政策としては、介護保険制度
や保育施策などにみられるように、あくまでも家族の自助努力を強調 し、民間企業の参入がす
すめ られている。このような国家責任による 「生存権」保障の回避は、生活保護の分野 におい
ても共通 してお り、その矛盾は最終的には自立の条件を狭められている母子世帯を典型 に、家
庭の くらしにしわ寄せされているのである。
4.ひ とり親 家庭 の 自立の社 会 的条件 と社 会福 祉 の役 割 ・課題
(1)生 活問題の構造に対応 した トータルな社会的保障
これまで述べてきたように、今 日の子 どもを育てる家庭の生活問題の構造を分析すると、社








ひ と り親 家 庭 の 生 活 保 障 体 系




























・医療(リ ハビリテー ション、乳幼児医療)→ 医療法、保健婦 ・
















【雇用 ・職業の保 障】 ・雇用創出
・解 雇規制 ・雇用の維持 ・職業紹介→職業安 定法
・男女雇用機会均等(法)・ 職業訓練 ・指導
・失業者の生活保障 →職業能力開発促進法













・労働時 問の規制(1日 当 りの労働時間の短縮、深夜業
の禁止、週休2日 制、年次有給休暇、生理休暇)、 母性
保護(出 産休暇 ・育児時間)→ 労働基準法
・育児 ・看護 ・介護休暇 →育児 ・介護 ・看護休業法
【社会手当制度】 ・児童手 当法 ・児童扶
養手当法 ・特別児童扶養手当法 ・障害児
福祉手当 ・料金 ・税金の減免 ・控除
【参考 ・引用文ill三 塚武男 『生活問題 と地域福祉』 ミネルヴァ書房1997、 「障害(児)者 の家族の健康 ・
生活調査」大阪実行委員会編 「障害(児)者 ・家族の くらしと介護者の健康調査』報
告書1996、 清水民子 ・細川UI頁正編 『保育所保育を考える』 ミネルヴァ書房1979
【生 活保護制度 】生活扶助(1類 ・2類)+加 算(妊 産婦 ・母子 ・児童 ・
障害者 ・障害者介護料)、 出産扶助、教育扶助、医療扶助、住宅扶助、重度
障害者加算、家族介護料(加 算)
【各種の社会(児 童 ・ひ とり親家庭)福 祉施設 ・サービス】
・対話 ・相談 ・情報提供 ・健康診査 ・リハ ビリ訓練 ・各種社 会福祉
施設の配置 ・整備 ・施設入所 ・利用の決定 ・保育、養護、看護、介護
・給食、入浴、ホームヘ ルプサービス ・日常生活用具の貸 し付 け ・福祉
医療(公 費負担 医療、育成医療 、更正医療)・ 利用者(家 族)の 組織化
と団体助成 →児童福祉法 ・児童虐待防止法 ・母子及び寡婦福祉法 ・婦人





























(2)前 提 となる基本的な雇用 ・労働条件の整備 ・改善
母子世帯を中心 とするひとり親家庭のくらしは、基本的にはくらしの基盤の不安定化に規定
され、さまざまな生活問題を生み出 している。それは、今日、子 どもを育てる家庭に共通する
課題であ り、大多数をしめる雇用労働者の雇用 ・労働問題をぬ きにはとらえられない。母子世
帯の場合は、とくに女性雇用労働者の社会的位置づけが低い水準に押 しこめられているため、








働や深夜業に対 して社会政策における規制がすすまないために、保育(社 会福祉)政 策による
延長保育や病時保育が最終的にカバーしているのである。









組むべ き課題まで社会保障 ・社会福祉政策が対応 している。たとえば、母子世帯の不安定雇











し、「生存権」保障の最後の砦 としての生活保護制度においても、80年 代半ばか ら本格化 した
「123号通知」にもとつ く保護の抑制策によって、母子世帯への保護引き締めも強まっている。
母子世帯の自立の前提条件 としての雇用 ・労働条件が整備されていないなかで、最終的な生活
保護か らも締め出されてしまうと、あとは親族扶養や再婚等に頼 らなければならない。今 日の
世帯構造をみると、そのような世帯基盤はかな り弱 くなってお り、自助の限界が生 じている。
このことは、人間としての自立を阻むもので もあり、国民の半分を占める女性全体にかかわる
課題である。
社会福祉で対応 している生活問題は、今 日ます ます深刻化 し、量的にも質的にも対応 しなけ
ればならない課題が増大 している。 しか し、昨今の社会保障 ・社会福祉の 「改革」の方向は、
自己責任の強化と営利企業の進出によるサービス 「商品」の購入の促進にあ り、自立するため
の最低限の生活保障を実現する社会的な対策 としての課題 と役割は薄れている。 しか し、児童
扶養手当における受給者数の増大や生活保護における世帯保護率が著 しく高いことは、個々の
家庭における自助努力の限界をしめ してお り、国や自治体行政の責任 と費用負担による生活保
障の必然性ははっきりとしているのである。
したがって、生活問題に最終的に対応する社会福祉制度においては、取 り組む課題(生 活問
題)の 構造を トータルにとらえ、間口をひろ く対応す ることが求められる。そうしなければ、
後には社会的な保障はなく、親族扶養にも限界が生じている状況では、最終的にはいのちの危
機に直面 した 「死に至る」問題となって しまう。そのような意味においても、社会福祉の果た
す役割は大きく、同時に前提 となる対策に結びつけて拡充 ・整備 させてい くような課題提起を
していくことも必要である。これは、 くらしの場 としての地域で最低限の くらしを保障する地
域福祉の課題 としても重要な課題であり、今後の研究課題の一つ として取 り組まねばならない。
〔注〕
(1)生 活問題の構造分析を行うための視点と枠組みおよび生活問題対策の体系化については、服部英太
郎 『社会政策争論』未来社1978年 、角田豊著 『社会保障法』青林書院新社1978年 、愛澤與一
著 『社会保障の基本問題』未来社1991年 、三塚武男著 『生活問題と地域福祉』ミネルヴァ書房
1997年の研究方法論に学んでいる。
(2)厚 生労働省 『国民生活基礎調査』2000年 「世帯主の年齢階級別世帯数及び構成割合」2000年度p.47
(3)前 掲 『国民生活基礎調査』2000年 「平均世帯人員」p.140、170
(4)前 掲 『国民生活基礎調査』2000年 「世帯人員別世帯数及び構成割合」p.45
(5)前 掲 『国民生活基礎調査』2000年 「平均有業人員及び有業率」p.63、110、140
(6)前 掲 『国民生活基礎調査』2000年 「働いている世帯の割合」p.187-188に おける安定 ・不安定の階
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ひ と り親家庭の生活保障 と社 会福祉 の役割 ・課題(増 淵千保美)
層区分については、三塚 武男著 『生活 問題 と地域福祉』 ミネルヴァ書房1997年p.95-96に お ける階
層区分を参 考に分類 した。 「不安定層」の分類は、「企業規模1～4人 」 「5～29人 」 「1月以上1年
未満の契約の雇用 者世帯」 「日々又 は1月未満の契約の雇用者世帯」 「自営業者世帯」であ る。
(7)前 掲 『労働 力調査』2001年 「産業別女性 短時 間雇用者数及 び構成比 の推 移(非 農林 業)」(『女性労
働 白書』2001年 版p.付82)
(8)前 掲 『労働力調査』2001年 「企業規模別女性短時 間雇用者数及 び構成 比の推移(非 農林業)」(『女
性労働 白書』2001年 版p.付83)
(9)厚 生労働省 『全 国母子世帯等調査』1998年 「母親 の調査現在(98年11月1日)の 年齢」(厚 生統計
協会 『国民の福祉の動向』2001年p.149)
(10)厚 生労働省 『賃金構造基本統計調査 』2000年 「年齢 階級別女性パ ー トタイム労働者数(産 業 計 ・企
業規模計)」(前 掲 『女性労働白書』2001年 版p.付84)
(11)前 掲 『国民生活基礎調査』2000年 「医療保険加 入世帯 数」p.45
(12)厚 生労働省 『毎 月勤労統計調査』2000年 「産業別常用 労働 者1人 平均 月間総実労働時 間数及 び出勤
日数」(前 掲 『女性労働 白書』2001年 版p.付61)
(13)前 掲 「賃金構造基本統計調査』2000年 「産業、企業規模別女性 パー トタイム労働者 の1日 当 た り所
定内労働 時間及 び実労働 日数の推移」(『女性 労働 白書 』2001年 版p.付86)
(14)前 掲 『毎 月勤労統 計調査』2000年 「「常用 労働者1人 平均 月間現金給 与(き まって支給す る給与
(調査 産業計)」
(15)前 掲 『毎月勤労 統計 調査 』2000年 「常用労働者1人 平均月間現金給与総額(事 業所規模5人 以上 ・
30人 以上)」(『女性労働白書』2001年 版p.付56)
(16)前 掲 『賃金構造基本統計調査 』2000年 「新規学 卒者 の初任給額及 び男女 間格差の推移」(『女 性労働
白書』2001年 版P・付60)
(17)前 掲 『賃金構 造基本統計 調査』2000年 「女性 パー トタイム労働者 の1時 間当た り所 定内給与 額」
(『女性労働 白書』2001年 版p.付86)
(18)前 掲 『国民生活基礎調査』2000年 「世帯類型別にみた当該所得 のある世帯の割合」p.98
(19)安 佐南 区バ リア フリー促進事業実行委員会 『障害児 ・者の くらしと対話 ・交流 に関する実態調査』
2001年 「世帯類型 別にみた収入源(複 数回答)」
(20)前 掲 『国民 生活 基礎調 査』2000年 「世帯類 型別 にみ た1世 帯 当た り平 均所 得金 額の年 次推 移」
p.110及 び 「母子世帯の所得金額階級別世帯数 の相対数分布」p.133
(21)前 掲 『全 国母子世帯 等調査』1998年 「母親 の調査現在(98年11月1日)の 年齢 」(厚 生統 計協 会
『国民の福祉 の動向』2001年p.149-150)
(22)総 務省統計 局 『労働力調査 特別調査』 「夫 と妻の就業状 態別世帯数 及び割合 一典型 的一般世帯 一」
(前掲 『女性労働 白書』2001年 版p.付86)「 典型的一般世帯」 のうち 「子 どものい る世帯」 は、「夫
婦 と子 どもか らなる世帯」「夫婦 、子 どもと親か らなる世帯」である。
(23)前 掲 『国民生活基礎調査』「世帯類 型別所得 四分位階級別生活意識」p.133




(25)前 掲 『障害児 ・者の くらし と対話 ・交流に関する実態調査 』「帯構 成別にみた家計の中でか さむ も
の ・切 りつめている もの(複 数 回答)」
(26)前 掲 『障害児 ・者の くらしと対話 ・交流 に関す る実態調査 』「世帯構成別にみた世話や介護 の面 で
の困 りごと(複 数 回答)」 「報告書」p.102-103
(27)前 掲 『国民の福祉 の動 向』2001年p.155
(28)厚 生労働省 『社会福祉行政業務報告』各年度 「児童扶養手 当の認定請求処理件数 の推移」
(29)前 掲 『社会福祉行政業務報告 』2000年 度 「児童扶養手 当受給者数」p.462-463
(30)前 掲 『国民の福祉 の動 向』2001年p.155
(31)服 部英太郎著 『戦時社 会政策論 』未来社1969年p.121
(32)前 掲 『国民の福祉 の動向』2001年p.156
(33)福 田志津枝編著 『これか らの児童福祉』 ミネルヴァ書房1996年 において、 「①離別 による母 子家庭
の増加が 国の財源 を圧迫す ること、② 離婚は親の意思に よって される ということ、③ 所得制限 によ
り低所得 者を援助す るなどを理由 に、児童扶養手当法 は1985年 に改正 されて年金 との間 に受給金額
の差がで きた」 と指摘 されてい る(古 橋エ ツコ氏執筆p.90)
(34)社 保 第123号 厚生 省社会 局保護 課長 ・監査指 導課長 通知 「生活保 護の適 正実施 の推進 につ いて」
1981年11月17日
(35)前 掲 『労働力調査』各年 「完全失業率の推移」(『女性 労働 白書』2001年 版p.付18)
(36)尾 藤廣吉、木下秀雄、 中川健太郎著 『生活保護のルネ ッサ ンス』法律文化社1996年p.17
(37)前 掲 『社 会福祉行政業務報告』2000年 「生活保護の開始理由」p.106-107
(38)厚 生省 『生活保護動態調査報告』1996年 「世帯主の傷病 による保護開始の理 由」p.66-67
(39)前 掲 『社 会福祉行政業務報告』2000年 「世帯 の労働力類型別現 に保護 を受けた世帯数」p.38-39
(40)『 生活 と健康 を守る新 聞』 「2001年度生活保護基準表」第1578号2001年4月1日
(41)厚 生 労働省 『被保 護者全 国一斉調査 』2000年 「保 護受給 期 間別 にみた世帯類型別 世帯数」(前 掲
『国民 の福祉の動向』2001年p.105)
(42)前 掲 『社会福祉行政業務 報告 』2000年 「生活保護 の廃止理 由」p.134-135
(43)前 掲 『生活保護のルネ ッサ ンス』p.152-153
(44)工 藤恒夫 「社会保険か ら社 会保 障ヘ ー政 策展 開の歴 史的背景 一」 『経済学論纂』(中央大学)第40巻
第5・6合 併号2000年
(45)前 掲 『生活問題 と地域福祉 』p.126-135
(46)前 掲 『国民 の福祉の動向』2001年p.131-132
(ます ぶ ち ぢ ほ み 社 会 学研 究科 社 会 学 ・社 会福 祉 学 専 攻 博 士 後 期 課 程)
(指導教 授:宍 戸 健 夫 教 授)
2002年10月16日 受理
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